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第 １ 章 可能性調査実施の背景

2015 年に、「持続可能な社会を目指す SDGｓ＊1」、「気候変動に関する国際連合枠組条約であるパ

リ協定＊2」が採択された。これらは、気候変動対策等の環境問題をはじめ地球上の様々な社会問題

を解決し、よりよい未来を迎えるため、2030 年に向けた目標を、世界的に合意したものであり、近年こ

れらの目標に対してどのように行動をし、どのように達成していくかを示していくことが以前にも増して

強く求められている。 

国内においては、2011 年の東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故を発端とし、

エネルギーを巡る環境は大きく変化した。さらに、近年では、気候変動がもたらす記録的な豪雨、猛

暑といった異常気象が発生している。これらの背景をふまえ、地球温暖化対策計画の改定、第五次

環境基本計画の策定、第五次エネルギー基本計画の策定などにより、温室効果ガスの削減目標や

再生可能エネルギーの地産地消などによる地域循環共生圏の創造など、国としての方向性が示され

た。 

*1 SDGs(持続可能な開発目標) 

2015 年 9 月、国連総会にて採択。人間、地球及び繁栄のための行動計画として設定された目標(17 の目標と 169 のターゲットで構成) 

*2 パリ協定 

2015 年 12 月、COP21 にて採択。産業革命以前と比較して 2℃より十分低く保つとともに 1.5℃に抑えることが盛り込まれた協定 

(EU：2030 年まで 40％削減（1990 年比）、日本：26％減（2013 年比）

地球温暖化に対する国内外の動向１
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２－1 社会的特性 

本市の人口は、2010 年度以降緩やかに減少傾向であり、人口に占める 65 歳以上の割合が年々

増加し、高齢化が進んでいる。一方、世帯数は増加傾向にあり、核家族化の進行に伴うエネルギー

消費量の増加が懸念され、今後もこの傾向は続くものと思われる。 

 【人口・世帯数（2016 年度以降は推計）】 

（資料：豊橋市統計書（2019 年版））   

２－２ 産業 

本市の就業者総人口は、2010 年度から 2015 年度の間に増加した時期もあったが、2000 年度から

減少傾向にある。 

本市は第3次産業を中心としているが、産業別就業者の内訳をみると、第2次産業のうち製造業に

従事する人の割合が最も多く、製造業が盛んな地域であり、市域における温室効果ガス排出量の約

3 割を占める産業となっている。 

【産業別就業者数の推移】 

（資料：2015 年国勢調査）   

豊橋市の現状２
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   【産業別就業者内訳（2015 年度）】 

（資料：2015 年国勢調査）   

２－３ 自然的特性

①位置・地勢

・東は弓張山地を境に静岡県に接し、南は遠州灘、西は 

 三河湾に面している。地形は概ね平坦で、豊川をはじめ 

 梅田川、柳生川、朝倉川などが本市をほぼ東西に貫流 

し、三河湾へ注いでいる。 

②気候 

・南には太平洋の黒潮が流れ、東部・北部を山地に囲ま 

れているため、気候は比較的温暖で年間の平均気温は 

17℃程度である。冬季には「三河のからっ風」と呼ばれる 

北西の季節風が吹き寒さを感じるが、雪はまれにちらつ 

く程度で積雪はほとんど見られない。 

③日射量・日照時間 

・本市の日射量及び日照時間は東京・大阪など全国の主 

要都市に比べて大きい傾向にあり、太陽光発電に対する 

ポテンシャルを有していると言える。 

【豊橋市の地図】 

（出典：環境基本計画）
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２－４ 地域特性 

   「530（ごみゼロ）運動」発祥の地である本市は、市民による草の根活動が盛んな地域であり、また、

市内の全小中学校はユネスコスクールに認定されており、ESD 等の環境教育に力を入れている。 

 その他、全国屈指のバイオマス利活用センター（下水汚泥や生ごみを活用した発電等）を整備する

など、SDGs の実現に向けた施策を推進し、環境実践都市として様々な活動を展開している。 

２－５ 豊橋市の環境政策 

   本市では気候変動への対策として、「エネルギーを賢く使う」、「新しいエネルギーを生みだす」など

５つの方針のもと、節電・省エネ対策や再生可能エネルギーの普及促進、環境教育など、幅広い分

野において目標を設定し、取り組みを進めている。また、2018 年 10 月には全国で 10 番目となる「世

界首長誓約／日本」の誓約自治体となり、エネルギーの地産地消や国以上の温室効果ガスの排出

抑制を目指すとしている。 

【豊橋市地球温暖化対策地域推進計画に基づく取り組み】 

豊橋市域における温室効果ガス排出量はここ数年ほぼ横ばいであり、基準年からも増加している。

また、国の目標である 2030 年度の数値と比べると、現状とかなりの開きがある。 

【市域における温室効果ガス排出量（千ｔ-CO2）の推移】 
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市域における温室効果ガス排出量（CO2 換算）の削減については、もう一段の取組が必要な状況

であり、市単独の取組みでの目標達成のハードルは高いものと想定される。 

環境省は、パリ協定を踏まえ、「長期大幅削減に向けた基本的考え方」（2018 年 3 月）を示しており、

大幅削減に向け、「民間活力を最大限に活かす施策を講ずる」との方針を提示している。 

今後の目標達成に向け、市の取組みを加速しつつ、民間活力を最大限に引き出す施策を講じる。 

【目標達成に向けた施策の方向性】 
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３－1 指針の位置づけ 

エネルギーを取り巻く環境が大きく変化している中、「豊橋市地球温暖化対策地域推進計画」にお

ける取組方針のうち、『エネルギーを賢く使おう』『新しいエネルギーを生みだそう』に向けた更なる実

践を促すための行動指針として昨年度、「豊橋市地産地消エネルギー指針」を策定し、次期計画

（2021～2030 年度）である「第 2 次豊橋市地球温暖化対策地域推進計画」の取り組みに反映する。 

３－２ 目指す姿 

エネルギーの地産地消の実現に向けた様々な取り組みを実施するためには、将来の目指す方向

性を地域全体で共有することが重要である。 

豊橋市がエネルギーの地産地消のまちとして目指す姿は下記のとおりである。 

豊橋市地産地消エネルギー指針３

（2021 年 3 月策定予定）
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３－３ 推進体制 

エネルギーの地産地消を実現するために、「エネルギーを【つくる】 【つなぐ】 【つかう】」それぞれ

について市民・事業者・市の三者が協働・連携して体制を整え、実践していく。本市においてエネル

ギー地産地消を円滑に推進するためには、市のエネルギー施策を最大限事業に反映しつつ「つな

ぐ」を担う、新たな地域新電力事業の立ち上げが不可欠であり、次章ではこの事業の可能性について

述べていく。 
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第 ２ 章 地域新電力会社が行うエネルギーの地産地消事業の可能性調査について

１－1 調査目的 

地産地消事業のつなぎ役を担う地域新電力会社を活用した事業推進について、その事業化の可

能性について検証するために本調査を実施する。 

１－２ 調査概要 

本調査の対象とする事業は、本市におけるエネルギー地産地消を推進する上で中心的存在となる

豊橋市バイオマス利活用センターで発電される電力を主力電源として、市内公共施設を中心に供給

することを主とした電力小売り事業を出発点として想定する。バイオマス利活用センターの運営は、そ

こで発電される電力の売電も含め、特別目的会社である㈱豊橋バイオウィル（以下、「豊橋バイオウィ

ル」）が所掌しており、その経営管理については同社の代表企業であり、電力事業における豊富な経

験とノウハウを有する JFE エンジニアリング㈱（以下、「JFEE」）が担っている。 

そこで、本事業では主力電源となるバイオマス利活用センターで発電された電力を確実かつ効率

的に調達できる唯一の事業者であり、他都市における地域新電力事業の運営ノウハウや再生可能エ

ネルギー由来の発電所及び相対契約の安定電源を有し、十分な供給力を備えている JFEE を協力

企業として地域新電力会社を立ち上げることを前提とした事業案を、豊橋バイオウィル及び JFEE と本

市の 3 者にて策定し、専門家を含めた検討委員会にはかり、実現性について調査・確認を行うことと

する。 

【調査体制】 

事業化可能性調査について１
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   【事業化可能性調査検討委員会 実施状況】 
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２－1 事業スキーム 

地産地消エネルギー指針を踏まえ、地産の再生可能エネルギーを市有施設で活用する「豊橋市

役所 RE100＊1」を目指した事業を展開するため、地域新電力会社による市関係施設への再エネ電力

の供給を行う。 

本事業ではその取組内容を 3 つのフェーズに分けて実施していく。 

フェーズ 1（2020 年度～） 市内で作られた再生可能エネルギーとエネルギーを使用する市

有施設をつなぐ地域新電力会社を設立し、バイオマス利活用セン

ター及び本市が関与する太陽光発電所から調達した再エネ電力

を公共施設 130 施設に供給する。 

フェーズ 2（2021 年度～） 再エネ電力の調達量増加のために、市内及び圏域内＊2 で民間が

開発し保有する再エネ電力の調達や太陽光発電システム等によ

る創エネ事業を進めていく。 

フェーズ 3（2022 年度～） 再エネ電力の調達量増加の状況に応じて、電力コストの増減のみ

にこだわらず、市民の再生可能エネルギーの活用に対する理解・

必要性の認識向上への波及効果等も併せて評価し電力供給を行

う市関係施設を拡大していく。 

【事業スキーム】 

*1 「豊橋市役所 RE100」とは、市の公共施設に係る使用電力を 100%再生可能エネルギー由来の電気でまかなうこと 

*2 市内及び近隣市町村(東三河広域連合)における電源

事業スキームと目標について２
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２－２ 事業目標 

2050 年の本市の目指す「豊橋市役所の RE100」に対して、本事業の到達目標は 2030 年豊橋市役

所 RE50 達成への貢献とする。なお、フェーズ 1 の地域新電力会社設立及び市内再生可能エネルギ

ー発電所 4 箇所からの電力調達と 130 施設への電力供給を順次開始することにより、2020 年度は

RE8 程度になると試算される。 

【事業目標】 
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３－１ 全体概要 

フェーズ 1 では、調達電源（バイオマス利活用センター、市遊休地の太陽光発電 3 箇所）を市有施

設及び市関係施設の計 130 施設に供給する。 

電力調達施設として、豊橋バイオウィルが運営する市内の下水汚泥、し尿・浄化槽汚泥及び生ご

みを活用した複合バイオマス発電所であるバイオマス利活用センターをベース電源とし、その他、市

の遊休地を活用した 3 つの太陽光発電所を想定する。 

また、これらの再生可能エネルギー発電所の発電電気の供給先として、市役所本庁舎や小中学校

等、総合体育館を含む公共施設 130 施設を想定する。 

地域新電力会社は、市の政策を反映させつつ、ベース電源の運営会社である豊橋バイオウィル、

JFEE グループ（以下、「JFEEGr」）及び地元金融機関の支援を受けながら事業活動を行う。 

【全体概要】 

事業スキーム（フェーズ 1）の概要について３
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３－２ 電源調達施設と供給先施設 

【電源調達施設概要】 

バイオマス利活用センターのバイオマス発電所及び市遊休地の太陽光発電所の発電電力を調達

し、不足分は JFEEGr 保有電源等から調達する。 

バイオマス利活用センターでは、下水汚泥、し尿・浄化槽汚泥及び生ごみを発酵させて発生した、

バイオガスを燃料として発電しており、現状、発電電力はバイオマス利活用センターの運営（運営期

間：2017 年 10 月～2037 年 9 月）を行う SPC から、JFEEGr へ売電されている。調達先施設の合計発

電容量は 3,745kW、年間電力調達量は 10,463 千 kWh となる。 

利活用センター 

バイオマス発電所 

利活用センター 

太陽光発電所 

とよはし E-じゃん発電所

（太陽光発電） 

サイエンス・クリエイト 

高塚町太陽光発電所 

住所 豊橋市神野新田町 豊橋市神野新田町 豊橋市神野新田町 豊橋市高塚町 

発電容量 1,000kW 1,995kW 400kW 350kW 

竣工年月 2017 年 10 月 2017 年 10 月 2016 年 6 月 2014 年 3 月 

運営者 (株)豊橋バイオウィル T＆J パワープラント(株) ＊1 豊橋市 (株)サイエンス・クリエイト＊2

*1 T＆J パワープラント(株) 

東京センチュリー（株）と JFE テクノス（株）(JFEE100%子会社)の合弁会社 

*2 (株)サイエンス・クリエイト 

  地域振興を目的として複数の事業を展開する第三セクター（豊橋市を中心とする自治体が 37.1％出資） 

【供給先施設概要】 

供給先候補としては、市役所本庁舎、小中学校等、文化施設、スポーツ施設、水道施設、駐車場

等、市内公共施設および市関係施設 130 施設とする。対象施設の契約電力の合計は 14,116kW、年

間電力使用量は 35,631 千 kWh となっている。 

市役所本庁舎 
小中学校等 

77 校 
総合体育館 

その他公共 

施設等 51 施設 

契約電力 1,500kW 4,285kW 1,100kW 7,231kW 

電力使用量（年） 2,930 千 kWh 7,186 千 kWh 2,341 千 kWh 23,174 千 kWh 

３－３ 需給バランス 

（１）シミュレーション方法 

バイオマス発電所及び太陽光発電所 3 カ所から公共施設 130 施設へ供給する場合の需給につ

いてシミュレーションを実施した。なお、シミュレーションは年間における平均的な需要及び発電の

想定に基づき実施している。シミュレーションに使用した30分単位の需要及び発電データは次のと

おりとし、代表的な 1 日の需給シミュレーションとなっている。 

電力需要 対象施設の月別の電力使用量実績を基に、一般的な公共施設の電力使用

傾向から 30 分単位の電力使用量を推計 

電力供給量 発電施設の発電実績および発電計画より 30 分単位の供給量を推計 
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（２）シミュレーション結果 

2018 年度の電力使用量実績データと公共施設の電力使用傾向を基に、典型的な需要パターン

を作成した。需要に対し供給が不足している点については、フェーズ2以降、市内及び圏域内を中

心とする再エネ発電所からの調達を増加させることによりカバーしていく。 

【対象施設の電力需要と夏季平日の需給バランス】 

【夏季平日/休日、その他季節平日/休日における需給バランス】 
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４－１ 会社概要と事業運営体制 

（１）会社概要 

 （ア）事業目的     ・再生可能エネルギーの地産地消を通じた事業により、地域の低炭素化と 

                地域経済の活性化の好循環を生み出す 

 （イ）主な事業内容  ・再生可能エネルギーによる電力供給事業 

               ・その他再生可能エネルギーに関する事業（普及啓発・事業提案など） 

会社設立時期としては、事業化可能性調査報告を踏まえた設立準備期間を 3 ヶ月間とし 2020 年

10 月以降を想定する。事業開始は、小売電気事業者登録及び中部電力パワーグリッドへの接続供

給期間を考慮し 2021 年 2 月以降を想定する。また地域新電力会社の自己資本額としては、1 ヶ月の

運転資金相当額の 5,000 万円程度とし、出資者は、豊橋市、JFEE、地元金融機関を想定する。 

（２）事業運営体制 

市の政策を最大限反映できる体制としたうえで、実務の大部分をパートナーである民間企業が担う

ことで、地域新電力事業における事業リスクを最小化し、運営していく。地域新電力事業の主業務で

ある需給管理や経営管理などは、民間企業のノウハウを最大限活かす。 

【事業運営体制】 

地域新電力会社の設立について４
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（３）業務内容と事業リスク 

地域新電力会社の運営には、事業環境の変化への対応、各種経験や技術といった専門性の確保、

365 日 24 時間体制による需給管理業務等が必要とされるため、運営実務においては JFEEGr の経

験・ノウハウを最大限活用する。 

また、事業立ち上げ当初からの経営安定化のため、地域新電力会社の事業に関連するリスクにつ

いては、JFEEGr と協業することで最小化する。 

  【業務内容】 

 【事業リスクと対応策】 
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４－２ 事業メリット 

地域新電力事業により以下のメリットが考えられる。 

①再エネ電源比率（RE 比率） 

市の公共施設全体における使用電力量約 124,000 千 kWh（2020 年度推計値）のうち、再生

可能エネルギー由来の電力量は 10,463 千 kWh と試算される。(RE 比率 8％に相当) 

②財政メリット 

供給予定公共施設 130 施設の電力をバイオマス利活用センター及び市関与太陽光からの

電力に切り替えることにより、年間約 400 万円の歳出削減が可能と試算される。 

③収益還元メリット 

地域新電力会社における事業収益を市に還元することにより、市の環境施策の政策コスト

に充てることができる。 

④環境メリット 

市内公共施設の電力を、バイオマス利活用センターを中心とする市内再エネ及び JFEEGｒ

から卸供給を受ける低炭素な電力に切り替えることにより、 温室効果ガスの排出量（CO2換

算）は 2018 年度比で年間 5,558ｔの削減が可能と試算される。 

【CO2 排出量の比較】 

４－３ 市出資の意義と出資比率 

市が地域新電力会社に出資する意義として、以下が考えられる。 

①国内外の動向を踏まえた市のエネルギー政策をタイムリーに最大限事業へ反映させることが 

できる。 

②本事業に対する地元企業や地域住民の協力が得やすくなり、事業の求心力が高まる。 

③本事業の経営の独立性・透明性を高め、市が経営状態をモニタリングしやすくする。 

④市の出資により、本事業に対する国の支援が得られやすくなる。 

資本金額は、フェーズ 1 の事業規模の 1 か月分を想定した 5,000 万円が適当と考えられる。 

市の出資比率については、民間の最大活用及び経営への一定以上の関与が可能となる出資が望

ましい。また、議会への報告、監査義務が発生し、経営の透明化が図れることからも、B 案の 33.4％が

適当と考える。 
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【出資比率毎の比較表】 

４－４ 収支シミュレーション 

事業性試算（市役所本庁舎・小中学校等を含む 130 施設）の結果、約 400 万円の電気代を削減し

た場合の事業収支は、年間売上約 5 億円、利益約 200 万円程度となる見込みである。 

４－５ 収益還元 

得られた事業収益については、市が設立する基金に寄付し、市の環境エネルギー政策に還元して

いく。 

４－６ 事業スケジュール 

地球温暖化問題は待ったなしの状況であり、1 日も早い本事業の立ち上げが望まれる。そこで、最

短の日程で事業化に向けた準備を進めた場合、下表のとおり、2020 年 7 月に委員会への説明、9 月

に出資金補正予算の議決を経て、地産地消エネルギー事業に関する連携協定締結が 2020 年 10 月

の予定となる。 

連携協定締結後、速やかに共同で会社を設立し、小売電気事業者登録を進めていく。小売電気

事業者登録完了(ライセンス取得)後、中部電力パワーグリッド(株)に対し接続・託送申込を進め、申込

完了予定となる 2021 年 2 月から地域新電力会社による電力の調達及び供給開始となる。 

【事業化まで最短で進めた場合のスケジュール】 
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５－１ 全体概要 

フェーズ 1 の地域新電力事業の事業化後は、市内及び圏域内の再エネ利活用（再エネ FIT の特

定卸供給、卒 FIT の買取）や、市未利用地に太陽光発電を設置する創エネ事業により、地産電源を

拡充し、地産地消率の向上を図る。（フェーズ 2） 

また、フェーズ 2 の地産電源の拡充に応じて、供給対象施設の拡大を検討していく。（フェーズ 3） 

【全体概要図（フェーズ 2、3）】 

５－２ 再エネ FIT 特定卸（フェーズ 2） 

特定卸供給＊スキームを活用し、民間が開発し運営する再生可能エネルギー発電所(FIT)の電気

を地産電源として取り扱えるよう事業者と交渉していく。現在市内の再生可能エネルギー発電所

（FIT）は計 1,413 件 173MW 稼働しており、そのうち発電力 1,000kW 以上の発電所は 15 カ所ある。こ

れらの事業者からの電力買取交渉を進め、地産電源の拡大を図っていく。 

* 特定卸供給 

特定卸供給とは、再生可能エネルギー発電所の発電事業者が卸供給の承諾をすることで、今までの売電単価を変えることなく、送配電事

業者を経由して特定の FIT 電力の買取ができる仕組みのこと。 

FIT 法(電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法)の改正により、2017 年 4 月より FIT 電力の買取りを送配電

事業者(中部電力パワーグリッド)が行う仕組みとなった。 

事業スキーム（フェーズ 2、3）の概要について５
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５－３ 卒 FIT 買取（フェーズ 2） 

豊橋市では 2019 年、約 800 件の住宅太陽光発電が FIT 買取期間(10 年間)終了を迎え、2023 年

末までに、累積 7,000～8,000 件＊が「卒 FIT 太陽光」となり、市内住宅用卒 FIT 送電電力総量は、約

28,580MWh(1MWh=1,000kWh)となる。 

住宅用卒 FIT 電源の買取を通じて地域の再エネ電源を調達していくことを視野に入れ、事業化後

に検討する。 

【卒 FIT 件数と余剰電力量＊】 

* 資源エネルギー庁 買取期間満了予定件数（2019 年~2023 年）に基づき作成。推移曲線は等倍で算出。 

  余剰電力量は、JPEA 公表値（2016 年度想定値）をベースに設備利用率 13.71%、余剰電力量率 70％とし試算。

５－４ 創エネ事業（フェーズ 2） 

公共施設設置型自家消費型太陽光 PPA モデル＊等による創エネ事業を検討していく。 

この場合、PPA 事業者は発電設備の無償設置と運用・保守を行うと同時に、電力の自家消費量を

検針・請求し電気料金として請求する。 

 【ＰＰＡモデル】 

* 公共施設設置型自家消費型太陽光 PPA モデル 

公共施設の未利用地(屋根や隣接地)に太陽光発電設備を PPA（第三者保有）モデルで設置し、需要家が設置された発電所から発電され

た電力の自家消費量を電気料金として支払うモデル。 
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５－５ 供給先施設の拡大（フェーズ 3） 

公共施設 130 施設以外の施設への電力供給は、フェーズ 2 での市内及び圏域内を中心とする再

エネ電源の獲得状況に応じて検討していく。 

最終目標である豊橋市役所 RE100 の達成に向けて供給先施設の拡大については、電力コストの

増減のみにこだわらず、市民の再生可能エネルギーの活用に対する理解・必要性の認識向上への

波及効果等も併せて評価し、拡大できるよう進めていく。 

  【事業開始時点（フェーズ 1）】 

市役所本庁舎 小中学校等 77 校 総合体育館

その他 

公共施設等

計 130 施設 

  【供給先施設の拡大（フェーズ 3）】 

市役所本庁舎 小中学校等 77 校 総合体育館 その他公共施設等（文化施設、市民館、福祉施設など） 

合計 約 400 施設以上 
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本報告書にまとめた事業案について、事業化可能性調査検討委員会において以下の意見をいた

だいた。 

①事業目標について 

 事業目標は明確に整理されていて、評価できる。また、その事業目標に対して、民間企業のノ

ウハウを最大限活用して、地域新電力事業における事業リスクを最小化し、運営するとした事

業運営は整合的である。 

 将来的にはどのように供給先施設を拡大していくかが課題となってくるが、こういった課題を一

つ一つ解決していき、事業目標を達成することを期待する。 

②パートナー企業について 

 地域新電力会社を設立して事業を行うことに際し、メインの安定再エネ電源を保有し地域新

電力事業推進における実績を保有する事業者である JFEEGr をパートナーとして選定すること

は妥当である。 

③地域新電力会社への出資、業務運営について 

 出資比率については、市が政策を確実に反映しコントロールをする必要があることから、B 案

の 33.4％以上が良いと考える。 

 市の環境政策目標の達成を目的としながらも、民間のノウハウを最大限活用するとした地域新

電力会社としては、市の出資比率を１/3 程度にし、一定のガバナンスを効かせる本事業案は

妥当なものである。 

④フェーズ 2 以降の事業展開について 

 今後、住宅への蓄電池普及に伴い、卒FIT買取の対象となる余剰電力の減少が想定されるこ

とから、フェーズ 2 以降では PPA 等の創エネ事業をより重点的に推進すべき。

 託送料金や再生可能エネルギー賦課金が掛らない自家消費型太陽光発電が、コストの観点

からも再エネ普及策としては効果的な施策となりつつある。フェーズ 2 以降ではこうした自家消

費型太陽光への取組が中心となってくるのではないか。 

 フェーズ 2 とフェーズ 3 は実施時期が重なり、同時並行的に進めていくこととなる。どちらかに

偏ることなく、両者とも毎年度モニタリングしながら、着実に取組を進めていって頂きたい。 

検討委員会委員からの主な意見６
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【巻末資料】 

地域新電力事業 他都市事例


